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１．事業概要 ～施設概要～

３

至 北檜山区 至 瀬棚区一般国道229号

施設名称 ： 瀬棚海上保安署

建設場所 ： 北海道久遠郡せたな町瀬棚区南川１７６番地

敷地面積 ： ２，０８０㎡

構造規模 ： 鉄筋コンクリート造 地上２階延べ面積：８８８㎡

総事業費 ： 約 ６．３億円

事業期間 ： 令和元年度～令和３年度

せたな町

新 瀬棚海上保安署

旧 瀬棚海上保安署

巡視艇係留場所

せたな町役場（支所）

新・旧 瀬棚海上保安署庁舎の位置図

位置図

新 瀬棚海上保安署 外観

２．社会経済情勢等の変化

本事業の事業計画の必要性や合理性に
影響を与えるような社会経済情勢の変化はない。



評点１１９点＞１００点

計画理由
新規採択時
評価の評点

事後評価
の評点

施設の状況

① 老朽 ９０ ９０ 現存率５９％（築４８年）

② 狭あい １００ １００ 面積率０．３６

⑦
防災機能に
係る施設の
不備

４０ ４０
津波浸水想定深により、
津波発生時の災害応急対
策に支障をきたすおそれ

⑧ 施設の不備 ６０ ６０ 必要施設の不備（検視室）

３．事業計画の必要性 費用対効果分析の要因の変化

４

必要性の評点

従要素×０．１ ９

主要素×１．０ １００

従要素×０．１ ４

従要素×０．１ ６

※下線は主要素を示す。③借用返還、④分散、⑤地域連携、⑥立地条件の不良
⑨法令等は評点無し

計 １１９点

計画理由別の評点に基づき評価を行う

事業計画の必要性の変化はないことを確認



①経年による老朽、狭あいの解消

②防災機能に関わる施設の不備の解消

・津波浸水が想定される地域（３ｍ～５ｍ未満）から、津波浸水被害等の解消

③施設の不備の解消

・必要施設（検視室）の不備を解消

３．事業計画の必要性

５

至 北檜山区 至 瀬棚区一般国道229号

事務室内（狭あい）

外壁のひび割れ
外装材剥離

外壁ひび割れ鉄筋の錆汁

漏水天井材の損傷

せたな町津波想定浸水域・浸水深（Ｈ２９北海道公表）

凡例
旧 瀬棚海上保安署
新 瀬棚海上保安署
せたな町役場（支所）

高台移転

旧庁舎 外観

せたな町市街地 瀬棚港周辺

瀬棚港

屋上躯体ひび割れ

費用対効果分析の要因の変化



事業計画の合理性の変化がないことを確認

代替案＞事業案（事業案の方が経済的） 評点100点

（百万円）

※ 分析期間：庁舎建設期間及び維持管理期間50年間
※ 社会的割引率（４％）を用いて現在価値化を行い費用を算定

※ せたな町内に耐震性（Ⅱ類）を満足する賃借施設が存在しないことから、賃借による代替え案とはしない。

６

①事業案 （別地建替） 合計

施設整備費（建設費、企画設計費） ６４２

８２８維持修繕費（修繕費、保全費、水道
光熱費）

２６０

土地の占有に係る機会費用 １２

法人税等 ▲８６
②代替案 （現地建替） 合計

施設整備費（建設費、企画設計費、
解体費）

７５０

９４０
維持修繕費（修繕費、保全費、水道
光熱費）

２８９

法人税等 ▲９９

４．事業計画の合理性

▼想定浸水深
（GL+約４m)

・１階はピロティ形式での整備が必要
・仮庁舎の整備が必要

事業案と代替案のコスト比較を行う。

費用対効果分析の要因の変化



５．事業の効果の発現状況 事業計画の効果（業務を行う基本機能）

事業計画の効果（業務を行う基本機能）の発現状況の指標にて評価を行う。

分類 項目 新規採択時 事後評価 評価の根拠

イ 位置

①用地の取得・借用 １．０ １．１
新規採択時⇒用地取得の具体的な見込みあり
事後評価⇒国有地で建設

②災害防止・環境保全 １．１ １．１ 自然条件からみて災害防止・環境保全上良好

③アクセスの確保 １．０ １．０ 施設へのアクセスに支障なし

④都市計画その他の土地
利用に関する計画との整合
性

１．０ １．０ 都市計画その他の土地利用に関する計画と整合

⑤敷地形状等 １．０ １．０
敷地全体の有効利用や敷地への安全・円滑な出
入りが実現しやすい敷地形状・接道の状況

イ ①×②×③×④×⑤ 計 １．１ １．２１

ロ 規模
①建築物の規模 １．０ １．０ 業務内容等に応じ、適切な規模

②敷地の規模 １．０ １．０ 建築物の規模及び業務内容に応じ、適切な規模

ロ ①×② 計 １．０ １．０

ハ 構造
機能性（業務を行うための
基本機能）

１．０ １．０ 執務に必要な空間及び機能が適切に確保

ハ 計 １．０ １．０

事業計画の効果の評点
イ×ロ×ハ×１００

１１０点 １２１点

７

事業計画の効果の
発現を確認



５．事業の効果の発現状況 事業計画の効果（施策に基づく付加機能）その１

分類 評価項目 施策の取組（新規事業採択時） 施策の取組（事後評価）

①社会性

地域性

• 隣接する瀬棚防災ステーショ
ン（国）との防災連携

防災連携検討会の実施
・敷地の一体利用に関する連携（災害機
械待機、防災資材集積等）
・一時避難者の受け入れ（トイレ利用等）

景観性
・地域の自然と調和した色彩（アースカ
ラーの色調）

８

瀬棚海上保安署（外観）
瀬棚防災ステーション

瀬棚海上保安署

一般国道229号 至 瀬棚区（小樽方面）至 北檜山区（函館方面） 路
幅
員

2
5
,0
0
0

敷地一体利用の連携

防災連携検討会の様子

瀬棚防災ステーション

事業計画の効果（施策に基づく付加機能）の発現状況の指標にて評価を行う。



５．事業の効果の発現状況 事業計画の効果（施策に基づく付加機能）その２

分類 評価項目 施策の取組（新規事業採択時） 施策の取組（事後評価）

②環境保全性

環境保全性

• 事務室等への照明制御の導
入による省エネ化

• 太陽光発電による自然エネル
ギーの有効活用

• 外断熱工法の採用
• 高性能ガラスの採用

• 事務室等への調光付LED照明
による省エネ化

• 太陽光発電による自然エネル
ギーの有効活用

• 外断熱工法の採用
• 複層ガラスの採用

木材利用促進
• 内装の木質化
• 車庫の木造化

• 内装の木質化（エントランス等）
• 車庫の木造化

９

太陽光発電設備 内装の木質化（エントランス） 車庫の木造化複層ガラス



５．事業の効果の発現状況 事業計画の効果（施策に基づく付加機能）その３

分類 評価項目 施策の取組（新規事業採択時） 施策の取組（事後評価）

③機能性
ユニバーサルデ

ザイン
• 建築物移動等円滑化誘導基
準を満たす計画

• 建築物移動等円滑化誘導基準に
適合（出入り口の幅、多機能トイレ、
昇降機車いす対応）

④安全性 防災性
• 官庁施設の総合耐震・対津

波計画基準に基づいた取組、
防災に関する一般的な取組

• 構造体の耐震安全性Ⅱ類を確保
• 防災資材庫の設置

⑤経済性

耐用性
• 将来の模様替えに配慮し、可動間

仕切りを活用
• 外断熱工法による躯体保護

保全性
• 将来の機器更新に配慮した設備

スペースを確保

１０

多機能トイレの整備

躯体保護（外断熱工法、概略図）

可動間仕切り防災資材庫 設備スペースの確保

昇降機車いす対応

事業計画の効果の
発現を確認



①CS調査（令和６年度実施）

ＣＳ調査（顧客満足度調査）の結果では、
職員の評価は非常に高く、近年調査を実施
した道内全施設の平均値に比べても
０．５ポイント以上高い評価であった。

１１

②ＣＡＳＢＥＥ評価

Ｓ：素晴らしい Ａ：大変良い
Ｂ+：良い Ｂ-：やや劣る Ｃ：劣る

【環境性能評価システムランク】

ＣＡＳＢＥＥとは、建物等を環境性能で総合
評価し格付けする手法であり、施設内などの
快適性や景観への配慮等も含めた建築の品
質と環境負荷を総合的に評価している。
瀬棚海上保安署はＱ＝57、Ｌ＝34となり、
ＢＥＥ値＝1.6（Aランク：大変良い）となってい
る。

【主な評価内容】
・デスク周りの仕事環境が整っている
・木材の暖かみが感じられ落ち着く
・収納スペースが整っている
・利用者への配慮されている。（トイレ、敷地内通路）

５．事業の効果の発現状況 ～【参考】CS調査・CASBEE評価～

BEE = 1.6

S: ★★★★★ A: ★★★★ B+: ★★★ B-: ★★ C: ★
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〇事業計画の必要性

・新規事業採択時１１９点 → 事後評価１１９点

〇事業計画の合理性

・新規事業採択時１００点 → 事後評価１００点

〇事業計画の効果

・基本機能：新規事業採択時１１０点 → 事後評価１２１点

・付加機能：各評価項目について適切に取組んでいることを確認

１２

６．事業評価の結果まとめ

事業計画の必要性の変化はないことを確認

事業計画の効果が発現していることを確認

事業計画の合理性の変化がないことを確認



７．今後の事業評価の必要性等（案）

１３

（１）今後の事業評価の必要性

・ 事業の効果は十分に発現していることから、今後の事後評価の必要性はない。

（２）改善措置の必要性

・ 事業の効果は十分に発現していることから、改善措置の必要性はない。

（３）同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

・ 現時点で見直しの必要性はない。


